





























































































































































小　　　　麦 8468 1％ 71％ 10％ 936．6 1％ 65％ 10％
?
399．0 1％ 71％ 50％ 532．0 1％ 65％ 50％
トウモロコシ 585．0 1％ 71％ 32％ 720．0 1％ 65％ 40％
合　　　　計 1830．8 2188．6
　資料：何燗生等『WTO与中国農業』中国農業出版社　2002年，76－77頁から作成。
　そのほか，「議定書」では，3％の関税率を上限に大麦の輸入を自由化し，大豆を3％の関税率
で輸入自由化し，従来米国の西北部7州の小麦に対してとられていた輸入禁止令（TCK胞子黒
穂病疫区のため）を撤廃することなども定めている。
（2）関税割当制度の透明性と民間企業参入の促進
　「議定書」は，WTO加盟後，トウモロコシの輸入割当量の50％，小麦の10％，米の50％を
民間の貿易会社に配分しなければならないとしている。国家のコントロールを受けない民間会社
の参入により，中国は真の市場開放が求められることになる。
（3）国内の農業保護水準の削減
　「議定書」で中国政府は，国内農業保護水準について次のように約束した。①中国は基準期間
中のAMS（4）（Aggregate　Measurement　of　Support）がゼロである。②農業全体への一般的助
成も，特定商品への助成も農業生産総額の8．5％という許容範囲内にする。
（4）　AMS＝（内外価格差×生産量）＋（直接支払い）＋（間接支払い）
　　直接・間接支払いの合計は国内助成額であるが，「グリーン・ボックス」に入っているものを除く。
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　「農業協定」によると，加盟後の農業助成額について，発展途上国は基準期間の農業生産総額
の10％，先進工業国はその5％を超えてはいけないと規定している。しかし，中国は発展途上国
であるにもかかわらず，農業生産総額の10％の国内保護水準が認められず，結局8．5％で決着が
ついた。また，基準期間（1986～88年）の農業生産総額の8．5％ではなく，毎年の実際の農業生
産総額を基準に計算することになっている。今後，農業生産総額が増加し続ければ，AMSの額
も多少増えるであろうが，農業生産総額の8。5％という枠は中国政府の農業保護強化の制約にな
ると見られている。
（4）輸出補助金の削減
　「議定書」において，
を承諾した。
中国政府はWTO加盟後すべての農産物に輸出補助金を供与しないこと
5．国際競争力の評価
　一国のある商品が国際貿易構造の中で，比較優位にあるのか，またそれがどれほどあるのかを
みるには，国内価格と国際価格を比較することが簡潔・明瞭な方法とされている。また，「比較
優位」係数を用いて，特定商品の比較優位性を計るのも基本的手法の1つである。
（1）国内外価格の比較
　中国の食糧国内価格は，50年代から90年代初めまでの間，政府の行政管理により，低く抑え
られたため，国際価格と比較してみると，国際競争力があったといえる。しかし，食糧流通自由
化に向けての改革に伴い，94年を境に国内外価格が逆転した。
　中国国内価格は95年をピークに下がり続けている。国際価格も1990年以降，アメリカを始め
とする穀物輸出国の増産に伴い，米，小麦，トウモロコシ及び大豆の価格水準は，1970年代に
比べ半減しており，かつ価格変動幅が縮小し，安定化している。この傾向は今後も続くと見られ
る。
　品目別に見れば，米には価格競争力が残っているといえる。2001年の場合，輸入米の消費地
広州ではほぼ同質の国産米卸売り価格はタイ米より16．2％安くなっている。大豆の場合は，国内
運賃が国際運賃よりも高いことを考慮すると，国産大豆にあったわずかな優位性がなくなる。小
麦の場合は国際価格に運賃等を加算すると，輸入品の価格的競争力がなくなるはずである。トウ
モロコシについては，価格的競争力が完全に失われていると言える。
②　「比較優位係数」
　中国の主要食糧品目の「比較優位係数」（RCA，　Revealed　Comparative　Advantages），即ち
それぞれの品目の輸出額が中国の輸出総額に占める比重と，世界各国の同商品の輸出総額が世界
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表2　中国の主要食糧の比較優位係数
1990年 2000年
米のRCA係数 0．7 2．0
小麦のRCA係数 0．0 0．1
トウモロコシのRCA係数 19 3．0
大豆のRCA係数 11．3 1．5
輸出総額に占める比重との比率を示しているのは表2である。
　しかし，こうした単純に輸出額を用いて比較優位性を計る方法は，政府介入が存在する場合，
また同年度に同品目商品の輸出も輸入も行なわれた場合に，計算結果が実情とかけ離れたものに
なる。例えば，表2に2000年の中国のトウモロコシに比較優位性が示されたが，これは政府の
輸出補助金が存在しているからである。また，大豆の場合も，優位性が存在しているように見え
るが，2000年における中国の大豆輸入量は1，042万トンに達し，輸出量の約50倍にもなってい
ることから，比較優位性が存在しないと見てしかるべきであろう。
（3）生産規模効果
　また最近の比較優位論では，生産規模効果も要因として取り上げられている。アメリカでは，
99年に219．4万の農場が存在し，1農場の平均所有耕地面積は174．8haもある（5）。中国では80年
代前半の農村改革により，農家単位での生産請負責任制が確立したが，1農家当たりの耕地面積
はわずか0．53haであり，アメリカやオーストラリアなどの大規模経営と比べものにならないの
みならず，日本，台湾などの小規模農業と比べても，半分程度の規模である。また，1990年代
以降，農業労働人口が年平均543万人の速度で増加し続けてきたため，1農家あたりの耕地面積
はさらに縮小し，2000年には0．49haまで減少した（6）。そのうえ，農家に耕地を分ける際に，肥
沃度や村との距離などを考慮して平等に分配した結果，1農家の耕地は平均5．9枚に分散してい
る。その内1畝すなわち0．07ha以下の地片は71．0％も占めている。
　このような小規模農業では，耕作・収穫機械の導入，灌溜i設備の整備，新技術の普及等を効率
よく行なうことができないため，規模効果は望めない。また，生産資材，労働力等の生産要素の
追加投入により，収穫逓減が生じている。こうした分散かつ小規模の農業生産を営んでいるため，
中国の食糧生産コストが上昇し続けている。中国農業科学院の調査によると（7），米国と中国の
1997～98年における食糧1kg当たりの平均生産コストは表3に示しているように，ほとんどの
品目において米国より高くなっている。
（5）　朱之塵主編「国際統計年鑑2001』中国統計出版社，220頁。
（6）　郭建軍「現段階我国農民収入増長特徴，面臨的矛盾和対策」「中国農村経済』2001年第6期。
（7）　凌耀初「我国農村経済発展的効率与政策」「上海経済研究』2000年第7期，3－9頁。
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表3米中食糧生産コストの比較
　　　　　　　　　　　　（単位：lkg／元）
中　　国 米　　国
小　　　　　　麦 1．22 Ll6
トウモロコシ 0．88 0．88
大　　　　　豆 1．83 1．76
資料：凌耀初「我国農村経済発展的効率与政策」，『上海経済研究』
　　2000年7月，3－9頁による作成。
6．政策的インプリケーション
（1）今後のシナリオ
　WTO加盟1年目の小麦，トウモロコシ，米等の中国の輸入割当量は1，830．8万トンであり，
その規模は中国の通常の輸入量にほぼ等しい。その後，輸入割当量は増え続け，3年目の2004
年に2，188．6万トンにまで拡大される。その量は，中国のこれまでの最高輸入量（95年2，040万
トン）に相当するに過ぎなく，食糧需要量の5％を占める程度である。これは食糧自給率を矩中
期的には95％保つという中国政府の目標とは矛盾しないといえる。また，2次関税率（関税割当
制の枠を上回る輸入に課せられる関税率）を65％に下げても，禁止的関税に近いとみてよかろ
う。輸入割当量は実際の輸入量ではなく，低関税輸入許可量である。WTO加盟後でも民間会社
の参入があるとはいえ，食糧輸入は基本的に国家貿易の形を保留しており，政府のコントロール
が相当部分において，依然として有効である。現在中国の国有食糧流通機構は大量の在庫を抱え
ているため，与えられた輸入割当量を枠いっぱいまで輸入することは当分考えられない。
　また中国のWTO加盟後，国際食糧価格が上昇し，中国に有利に働くのではないかという見
方もある。ウルグアイ・ラウンドの農業合意では，日本及び韓国はある程度の米市場開放を承諾
しており，欧州連合（EU）もアメリカも米生産及びライス・ビジネスへの支持・保護の削減を
約束した。中国の米輸出における最大の競争相手であるタイも，貿易価格に影響を与える国内農
業支持政策を拡大しないと約束した。これらは米の国際価格の上昇を招き，中国産米の輸出に有
利に働く可能性もある。
　小麦においても，中国の輸入量の増大や，輸出国の輸出補助金の削減により，これまで異常に
安かった国際価格がある程度上昇することが考えられる。こうした価格上昇が中国の食糧貿易に
2つの変化をもたらす可能性がある。1つは，輸入コストが高くなり，外貨負担が重くなること
である。もう1つは，国内外の価格差が縮小することにより，国内生産が拡大され，自給率が高
まり，輸入量の縮小傾向を招くことである。
　しかし一方では，近年中国産米の価格競争力が弱まりつつある。「議定書」によると，割当輸
入量の半分はジャポニカ米であり，タイやベトナムからのインディカ米のほかに，米国産ジャポ
ニカ米も中国市場に大量に入り，長江流域のジャポニカ米生産地域に打撃を与える恐れがある。
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また，これまで東北地域から飼料用トウモロコシや大豆などを購入していた南部各省も，海外か
らの輸入に転じる可能性が大きい。小麦，トウモロコシ及び大豆の産地である華北，東北地域に
おける農業就業者の減収や潜在失業の急増が懸念される。今後，いかに貿易自由化の流れの中で，
輸入の急増を防ぎ，国内食糧生産を維持していくのか，中国にとって大きな課題となる。
②　経営規模の拡大
　前述したように，食糧生産コストを下げ，競争力を強化するには，経営規模の拡大が必要不可
欠である。そのために，土地流動化を促進し，耕地を有能な農家に集中させなければならない。
現在，中国では学者や官僚の間で，現行の分散かつ小規模な土地制度を現代農業に適する土地制
度に変えなければならないとの認識でほぼ一致している。ただ，どのように農地制度を変えるか
をめぐって意見が2つに分かれている。急進派と言われている研究者は，現行の農村の集団所有
土地制度はすでに有名無実になっており，土地の私有化を断行すべきだと主張している（8）。一方，
穏健派の研究者は，農民が請け負っている土地使用権について，土地の長期利用，相続，他人へ
の有償譲渡などの権利を法律で認めるべきであると主張している（9）。現段階で農村土地私有化を
実施すれば，社会全体の利益のバランスや社会的公平に関わり，情勢の不安定化につながりかね
ないことから，実施すべきではないと思われる。現行土地制度の枠内で改革を図る穏健派の主張
は現実的である。土地使用権の私有化によって，土地使用権を売買，交換，貸出し，担保・投資
することができるようになる。これは土地の集中，規模拡大に不可欠な制度的保障である。
㈲　余剰農村労働力の移出
　また，経営規模の拡大がスムーズに進められるのかは，莫大な余剰農業労働力が順調に他産業
に転出できるかどうかにかかっている。約1億5，000万の労働力，そしてその家族も加算すると，
およそ3億9，000万人にも上る大規模な転職・移動は，中国にとって，長く多難な道程となるで
あろう。通常の工業先進国が体験してきた既存の都市部の拡大のみならず，中国の国情に合う独
特な発想が必要となる。
（4）品質の改善
　中国産食糧は価格競争力が失われつつある一方，品質の面においても劣っている。トウモロコ
シの場合，アメリカ産は栄養分含有量，純度及び外観・光沢等が，すべて国産に比べて優れてい
るとのことである。南方の製粉工場に対する調査で分かったのは，アメリカ産硬質赤小麦は河南
省産良質白小麦よりトン当たり100元余り高くても，アメリカ産が好まれる。その理由は強力粉
など上質小麦粉を加工するにはアメリカ産が適しているからである。品質改善を図るため，1999
年11月に農業部，国家糧食備蓄局及び国家質量技術監督局（品質技術の管理機関）は共同で新
（8）　例えば，王景新「新世紀的中国農村土地制度安排与法律建設」「中国農村経済』2000年第4期。
（9）　例えば，応瑞謡，劉営軍「農村土地承包関係立法若干疑難問題研究」「中国農村経済』2000年第1期。
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しい食糧品質基準を制定し，米，小麦，トウモロコシ等の8品目における新しい国家食糧基準を
公布した。2000年から東北産春小麦，南方産インディカ早稲，南方産トウモロコシなどの市場
ニーズに合わない低品質品種の政府買付けをストップし，生産縮小が図られることになった。そ
れと同時に優良品種とりわけ国際市場のニーズを意識した優良品種の生産拡大が急速に進んでい
る。こうしたなか，日本市場を狙う米作りが話題になっている⑲。中国の穀倉地帯と言われる黒
竜江省では，93年の日本の米緊急輸入をきっかけに，国有農場を中心に水稲栽培・育種技術を
日本から導入し，「寒冷地畑苗代移植栽培」技術を普及させ，ジャポニカ種の「新コシヒカリ」
（コシヒカリの改良品種）や「きらら397」など食味のよいものを大規模に栽培し，日本，シン
ガポール，香港等の市場を夕一ゲットにしている。現在毎年12万トンとされる日本のSBS（売
買同時入札）輸入米の主力は，すでに米国産から中国産にシフトしつつある（11）。
　近年，食品安全確保の立場から，2001年には中国政府も「転基因管理条例』（遺伝子組換え管
理条例）を公布し，遺伝子組換え食品に対して，表示の義務を課した。条例では遺伝子組換え食
糧を中国に輸出する際，輸出側はその安全性が証明できる生物検測書などを提出しなければなら
ないとしている。中国の大豆輸入先となっているアメリカ，アルゼンチンは，遺伝子組換え条例
の実施によって，対中輸出量が大きく制限されることになろう。中国市場で競争力の強いアメリ
カ産トウモロコシも，同様に遺伝子組換え条例により，価格と品質の両面から競争力が損なわれ
ると思われる。
（5＞農業助成金の有効利用
　「議定書」では中国の今後の国内農業支持許容額を通常の発展途上国よりは厳しい，農業生産
総額の8．5％に設定した。しかし，その額を農業にフルに投資すれば，農産物の国際競争力の強
化に大きく役立つと思われる。
　また，農業助成金の枠以外にWTOの「グリーン・ボックス」を利用し，農業技術の開発・
普及，農民への職業訓練，農地保持，農業生態環境の保護および農業生産構造の調整に政府資金
を投入し，農業基盤を整備し，間接的に農産物のコスト削減に役立つようにすべきである。
　中国のような人口大国では，高い食糧自給率を保つことは，自国のためだけでなく，世界の食
糧安全保障から見ても重要である。WTO加盟により，中国の食糧生産部門が厳しい試練にさら
されることになり，食糧輸入の増加は避けられないであろう。しかし生産過剰，在庫過大の現状
及び現在実施中の生産調整，輸入急増防止対策，農業生産性向上対策などを総合的に見れば，食
糧生産に大きな打撃を与える輸入急増は発生しないと見るのが妥当であろう。目下，輸入食糧の
外圧を背景に，政府も農業・農地・農民に関する改革を速めており，農民も優良品種の生産拡大
や生産コストの削減に努めている。それらもまた，以上の見通しを支持することになろう。
（10）　「日本を狙う黒竜江省の稲作」「日本農業新聞』2000年10月14日一22日連載。
（11）服部信司「WTO農業交渉一主要国・日本の農政改革とWTO提案』農林統計協会　2000年。
